
《一般事業主行動計画》

【次世代育成支援対策推進法】

職員が仕事と子育てを両立させるこ とができ、職員が働きやすい環境をつくりその能力を

十分に発揮できるよう、次のように行動計画を策定する。

1) 計画期間 令和 ７年 6月 1日～令和 ９年 5月 31日

2) 内容

・ 育児休業取得率１００％

対策 :育児休業の取得希望者を対象に制度の個別説明

・ 育児 ・介護休業終了後は、原則として現職又は現職相当職に復帰すること

対策 :育児・介護休業の取得希望者に制度の個別説明

・ 院内保育所の利用促進

対策 :新しく入る職員、育児休業の取得希望者に利用促進

・ 出産や子育てによる退職者についての再雇用制度の実施

対策 :会議で諸制度の周知をはかり該当職員には個別に説明を行い、相談に応じます。

・ 労働者一人あたりの時間外労働の合計労働時間数を１０時間未満とする。

【女性活躍推進法】

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 」の趣旨に則り、女性職員が仕事と

家庭を両立し継続して活躍できるよう、下記の通り行動計画を策定する。

1) 計画期間 令和 ７年 6月 1日～令和 ９年 5月 31日

2) 内容

・ 人材不足の部署があると、子育てをしている女性職員にも負担がかかってしまう傾向にある 。

目標と対策 職員が安心して出産・育児が出来るよう環境づくりをし、他部署も含めて協力

体制を整え女性職員の育休取得率 100%を目指し 、積極的な女性登用と人材

の確保と定着に努めます。

・ 育休取得を希望する男性職員が少ない傾向にある。

目標と対策：男性職員への育休制度周知をし育休取得を奨励し取得率１００ %を目指します。



【女性の活躍に関する情報公開】

女性職員について （2025年6月1日時点）

女性職員数 88名

女性の割合 73.9%

役職者に占める女性割合
課長級以上 13.0%

副主任以上 52.2%

女性の職員採用について（2024年4月1日～2025年3月31日）

職員採用人数 29名

女性職員採用人数 25名

採用者の女性の割合 86.2%

女性正職員の採用人数 14名

平均勤続年数
女性 9.4年

男性 13.5年

育児休業取得率
女性職員 100.0%

男性職員 100.0%

労働者１人あたりの
7.44h/月

時間外労働時間


